
一般社団法人 都市調査会 投稿用論文 

1 

 

住宅政策と公共性 ～少子高齢化社会における変容～ 

 

今村保雄（東京都都市整備局） 

 

概要: abstract 

 

住宅は，私的財ではあるが公共的な意味を持つ．住宅は市場を通じて供給されることが基本ではあるが，

公共的な性格と，外部経済性を持つため政府による介入や給付が行われる．現在の東京における住宅政

策は，民間市場による供給を原則としつつ，住宅困窮者に対する公営住宅の提供や，新たに創設された

住宅セーフティネット法に基づく民間賃貸住宅を活用した家賃軽減負担の取組などが行われている．こ

うした施策は概ね適正なものと評価されるが，将来に向けて高齢化と世帯の単身化が進むなか，必要と

される住宅政策の内容は変化しつつあり，それに伴い住宅政策の公共性に関する基準も変わる可能性が

ある． 

 

However houses are private goods, they have public meaning. They are basically supplied through market, but the 

government occasionally carries out public intervention, and benefits, because of their public meaning and external 

economies. The current housing policy in Tokyo is based on the provision of public housing for households in need 

as well as providing private rental houses with efforts to reduce rent, based on the newly created “housing 

safety-net law”. While these measures are generally evaluated as appropriate, it is expected that aging and 

household singularity will proceed toward the future. As the contents of housing policy change in these social 

changing, the criteria on public nature of housing policy may also change. 
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1. はじめに 

 

 公共経済学のテーマの一つに，市場の失敗と公

共介入がある． 

 実験室とは異なり，現実の社会においては何よ

りもまず人間が生きていくための装置が必要とな

る．そのため，純粋な市場経済で成り立つ社会も，

また純粋な計画経済で成り立つ社会も存在しない．

言葉を代えれば，完全な市場も完全な計画も存在

しない．従って，市場経済を原則としつつも公共

介入や計画的な経済統制を実施する国家もあれば，

計画経済を原則としながら，市場主義の導入を部

分的に図る国家もある．程度の差はあれ，両者の

混合によって社会は成立している．いわゆる混合

経済体制である． 

 これに伴い，公共財の給付も議論の対象となる．
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公共財の定義については，多くの文献で示されて

いるとおりであるが(1)，一般的には，消費の非競

合性（集合消費性，共同消費性）があること，そ

してもう１つは消費の排除不可能性がある財とさ

れる．たとえば，公共財の典型的なものとして，

国防，灯台やブイが例示されている(2)． 

 しかし実際には，このような典型的な公共財は

少なく，例えば道路であっても，料金制等によっ

て消費の排除が可能であるため，準公共財と位置

付けられている． 

 さらに教育や医療などについては，本質的には

競合性並びに排除性が成立するため，私的財であ

るとされる．しかし公共性を持たないわけではな

い．むしろ公共性は極めて高く，多くの税源が投

入されている．公共財か否かということと，公共

が提供すべきサービスかどうかということは異な

る論点である． 

 では住宅はどうであろうか．「ある者が使用して

しまうと同じ住宅を他人が使用できない」性質(競

合性)と，「住宅の使用に対する対価を支払わない

者の使用を排除できる」という性質(排除性)が成立

するため，私的財であるとされる．ただし現実に

は，①住宅は国民全体の生活基盤であるという公

共的な性格を持つとともに，②市場において，投

機の対象となり価格が暴騰して供給数が極端に少

なくなるなどの問題，いわゆる市場の失敗が生じ

る可能性があること，③さらに良質な住宅ストッ

クは，地域の生活環境に良い影響を及ぼすなどの

外部性を持つため，各国の政府機関は，市場の整

備や住宅の供給策などの住宅政策を進めている(3)． 

 住宅政策の実施にあたっては，国民共通の財・

サービスとして広く提供し，またその原資の一部

もひろく国民にその負担を求めることがあるため，

国会や地方議会において議決される法律や条例に

基づき，その目的，根拠や基準について定めるこ

とが一般的である． 

 平成 18 年に制定された住生活基本法は次のよ

うに宣言する．「この法律は，住生活の安定の確保

及び向上の促進に関する施策について，基本理念

を定め，並びに国及び地方公共団体並びに住宅関

連事業者の責務を明らかにするとともに，基本理

念の実現を図るための基本的施策，住生活基本計

画その他の基本となる事項を定めることにより，

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し，もって国民生活の

安定向上と社会福祉の増進を図るとともに，国民

経済の健全な発展に寄与することを目的とする．

（第一条）」． 

 このように，国権の最高機関である国会におい

て議決された法律に基づき，住宅政策の基本が形

作られ，それを根拠として各種の住宅政策が展開

されている．そして，各地域においては地方自治

体が，この国の基本法等に基づき，条例や計画を

定め，地域の実情に応じた住宅政策を進めている． 

 本稿では主に東京における住宅政策の概略につ

いて，外国の制度との比較も交えながら，解説と

評価を加え，現在から将来にかけて直面する政策

課題と，必要とされる方向性について記す．  

なお，本稿で示す見解は，全て筆者個人の責任

において示されるものであり，筆者が所属する組

織の見解ではないことを予めお断りしておく． 

 

2. 主要な住宅政策とその評価 

 

 公共性があるといっても，サービスの給付を無

際限に行うことはできないし，モラルハザードを

起こすような仕組みのもとでおこなってはならな

い．それは民主主義の根幹である負担と給付の関

係の健全性を保つとともに，最小の経費で最大の

効果を挙げることをめざすことにほかならない．     

これまで住宅政策に関しては数多くの施策が実

施されてきたが，歴史的には大きく次の 4 種類に

分類できるものと考えられる（図表 1）． 

これらの類型のどれが選択されるべきか，ある

いはどの組み合わせが選択されるべきかについて

は，その国や都市の置かれた状態や，社会経済状
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況の変化によるものであり，何が絶対的に正しい

かということは一概に言えない．その時代の政府

の考えや，政治的状況に左右されることもある． 

 たとえば，「2 公的賃貸住宅の直接供給」や「4 

家賃補助」は世界各国で広く実施されている住宅

政策の一つであり，住宅困窮者を対象に提供され

ている． 

また「1 持家の公的供給」は，戦後建設された

公営住宅が払い下げられた例があり，最近ではサ

ッチャー政権下においてイギリスの公営住宅が多

数売却された制度（Right to buy(4)）がある． 

 このほか数多くの政府機関の住宅政策の手法の

評価は，すでに多くの研究者による成果も出され

ているため，ここでは基本的な視点について紹介

する． 

 

2.1 1971 年 住宅建設の目標に関する第三次大

統領府報告（アメリカ合衆国） 

 

 この報告書は，1971年，ニクソン政権下のアメ

リカ大統領府が，主に 1968 年住宅法で定められた

目標の達成度合についてレビューしたものである．   

またこの報告書は，1973年の同政権による住宅

給付の一斉停止(ニクソン・モラトリアム)の起点と

なった． 

このなかでは「コスト」「公平」「環境」の 3 点

について問題提起がされているが，特に興味深い

のは「公平」にかかる記述である(5)． 

 

(a) 住宅政策はその対象のうち，一部しかカバーで

きない． 

(b) 公平の問題は「新築の住宅の供給」が強調され

ることによって先鋭化する．これは単に「少数の

幸運な人たち」が納税者の支払いによって安価に

住宅を取得することを意味するだけではなく，「彼

らの近隣の似た経済的状況に置かれた人びとが，

何の助成もなく，より古い住宅に，家賃に苦しみ

ながら棄てて置かれる」ことを意味するからであ

る． 

(c) 現在の住宅助成施策は単に貧困な層を救済す

ることさえできなくなってきている．法律で戸当

たりの助成と比較的高価な新たな住宅の建設には

制限が置かれてはいるが「実際には補助を受けて

いる少数の世帯はとても所得の低い層にとどまっ

ている」．表向きは住宅困窮世帯の所得と市場家賃

のアフォーダビリティからみた格差を解消するた

めに行われてきた施策も，実際には最も生活を営

むのに困窮する世帯に行き渡っていない．」 

 

ここで指摘されていることは，住宅政策は，現

実には財政的な制約等からその対象の全てをカバ

ーすることはできないということである．つまり，

「ギリギリでバスに乗車できた者」と「目の前で

ドアが閉まってしまってバスに乗れなかった者」

の間に不公平感が生じる．また，追加費用が高価

である場合には，対象となり得た者となり得なか

った者の間の不公平感が，さらに高まる．そして，

ごくサービスを得られる者が一部に限られるよう

になると，そもそも住宅に困窮する者に財・サー

ビスを提供することで達成する政策目的そのもの

が破綻する，という指摘である．これは，政府機

関の予算制約による普遍的な課題であり，どの手

法を選択するかあるいは組み合わせが最適である

かについては，長い間，議論となっている(6)． 

 

2.2 政府機関による住宅政策の基本的視点 

 

 これまで述べてきたとおり，現実に市場は完全

には機能せず，住宅に困窮する人々が一定数存在

する限り，政府機関は住宅市場に関与し，あるい

は給付を行う責務がある． 

しかし施策の実施にあたっては公平，公正であ

らねばならない．市場を通じるにしても，そのあ

り方は公平，公正でなければならないし，政府機

関が関与し，あるいは自ら何らかの給付を行うと

いうことになればなおさらのことである． 
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  従って，実施にあたっては常に基本的な視点を

持って評価を行うことも求められる．それは例え

ば市場重視(7)の考え方に立つならば，次のような

視点になるであろう． 

 

(a) 市場を通じた供給が基本 〜 市場において住

宅は基本的に私的な財であるため，基本的に，市

場で供給されるべきである． 

(b) 公的給付も市場メカニズムの中に組み込まれ

るべきである 〜 公的に住宅に関する供給を行う

場合も，金銭的な助成を行い，本人負担とあわせ

て消費市場で選択を行わせることが好ましい． 

(c) 政府の基本的な役割は情報格差(情報の非対称

性)に置かれやすい者へのサポートである 〜 政

府機関の役割はまず多くの人が市場に参加できる

ようにすることである．さらに直接給付を行う場

合でも，対象者を，加齢等に起因する情報格差に

より，自ら最適な選択ができない者についてのみ

に限定すべきである． 

(d) フリーライダーを排除する 〜 自ら直接給付

を行う場合も，その水準の設定を誤らず必要十分

な水準に置かなければならない．過剰な水準を設

定すると，対象外の者が不正申告を行うリスクが

高まる． 

 

 それでは，現在の東京における住宅政策は，こ

れらの視点から見て妥当なものとなっているか，

考察してみよう． 

 

2.2.1 東京の住宅の 9割は市場を通じ供給されて

いる 

 

 東京における住宅供給の内訳をみると図表 2 の

通りとなっている． 

 公営住宅の比率は 4.1％，公的賃貸住宅である都

市再生機構や公社住宅を加算しても 1 割に満たず，

東京において住宅は基本的に市場を通じて供給さ

れていると言える．なお，世界の大都市と比較し

た場合，パリの HLM（低家賃住宅）やロンドンの

社会住宅のシェアよりも少ない(8)． 

  

2.2.2 住宅セーフティネット法の制定 

 

 日本においては，基礎的自治体において，特定

の世帯向けの家賃補助が限定的に存在してきたも

のの，アメリカのセクション 8 のような大規模な

家賃補助の制度は存在してこなかった． 

アメリカにおいては，1930年代の景気回復と雇

用増大を目標としたニューディール，戦後の経済

政策であるフェアディール，1960年代の「偉大な

る社会」建設の流れのなかで進められてきた公営

住宅建設が，1973年のニクソンモラトリアムで全

面的に見直しとなり，以降，1980年代初頭のレー

ガン政権などにおいて，財政的な問題や公営住宅

の老朽化，そして住宅困窮者の居住の自由などを

理由として，家賃補助政策に大きくシフトが行わ

れた．これに比べて日本では比較的良質な公営住

宅ストックが維持更新され続けており，その制度

のなかで家賃負担軽減の仕組みがあったこと，ま

た生活保護制度における住宅扶助という類似の制

度が先行して存在していたため，家賃補助制度は

拡大しなかったと考えられる． 

 しかし昨年 10 月，住宅セーフティネット法(9)

に基づく「入居を拒否しない住宅の登録制度」が

創設され，そのなかで貸主に対する「家賃低廉化

補助」の仕組みが開始された（図表 3）． 

 これは，公共賃貸住宅から派生した認定式の特

定優良賃貸住宅と，公営住宅における家賃負担軽

減の仕組みを除けば，国が初めて決定した民間住

宅を活用した家賃補助といってもいい．もちろん，

対象は公営住宅対象者と同等の低額所得者に限定

されるとともに，生活保護の対象者等を除外して

いること，また貸主に対する助成であって，賃借

人への補助ではない点が異なるが，少なくとも住

宅困窮者が希望する民間賃貸住宅があり，立地す

る自治体が予算を措置すれば，この助成を受けら
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れる可能性が生まれることをこの制度は保障した

ことになる． 

 また，家賃補助の長所のひとつとして居住の自

由が保たれやすいということが指摘されている

(10)．これは，立地が特定されている公営住宅と異

なり，民間賃貸住宅市場において，借家人が住宅

を選択できる幅が大きいことを示しており，アメ

リカにおいては「tenant-based assistance」と呼ばれ

ている(11)．セーフティネット法に基づく登録住宅

が各地域において増えていけば，これと同様に，

居住地の選択肢が増えていくことになる． 

 今回の制度はスタートしたばかりで，登録され

た住宅数もまだ少ない．また，厳密に言うと「政

府機関が金銭的な助成を行い，本人負担とあわせ

て，消費市場で選択を行わせる」制度ではないが，

類似の制度として，一定程度，賃貸人，借家人双

方にとってメリットがあるという点で，注目すべ

き制度である． 

今後，公営住宅制度とうまく連携させながら，

住宅の確保に困難を来している人々の居住の安定

に役立つことが期待されている． 

 

2.2.3 限定されている公的賃貸住宅の対象 

 

 本来，私的財である住宅を，政府機関が供給す

るのであるから，その対象はまず住宅に困窮する

者を優先すべきである． 

東京の公的賃貸住宅サービスの対象は，具体的

には，住宅セーフティネット法や公営住宅法など

の個別法で定められている．たとえば，住宅セー

フティネット法においては，法律の対象となる「住

宅確保要配慮者」について「低額所得者，被災者，

高齢者，障害者など」と規定する．また公営住宅

法は「この法律は，国及び地方公共団体が協力し

て，健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整

備し，これを住宅に困窮する低額所得者に対して

低廉な家賃で賃貸し，又は転貸することにより，

国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること

を目的とする．」と公営住宅の目的を明らかにした

うえで，その入居者資格を「収入が一定基準以下

の者，心身の状況又は世帯構成，区域内の住宅事

情その他の事情を勘案し，特に居住の安定を図る

必要がある場合として条例で定める者，現に住宅

に困窮している者」などと規定している． 

 日本の住宅法制は住宅給付の対象を限定してお

り，そのことからは「加齢等やそれに起因する情

報格差により，金銭を受け取っても自ら最適な選

択ができない者についてのみ限定」していると言

える．なお，所得を基準に各公共賃貸住宅等の入

居資格を見ると図表 4 のとおりである．なお比較

のためにニューヨーク市のケースを併記してある． 

 

2.2.4 低廉な家賃に抑制している公的賃貸住宅 

 

 公営住宅法第一条では「健康で文化的な生活を

営むに足りる住宅を整備し，これを住宅に困窮す

る低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸する」こ

とを公営住宅制度の目的として定めている． 

こうした目的から，提供する住宅の水準について

も，国民共有の財産であるという観点から，基準

を定めておくべきであろう．現在は，住生活基本

法において定められる住生活基本計画等で定めら

れる水準などが用いられる． 

そのうえで東京都においては，都営住宅の提供

を効果的に行うため，世帯の規模に応じて提供す

る住戸の間取りや面積の基準を定めている(12)． 

 一方，コストについては，こうした基準をクリ

アしたうえでなるべく抑制し，家賃を低廉に抑え

ていくことが住宅セーフティネットの中核として

の公営住宅には求められる．東京都は，修繕を計

画的に行うとともに，部材のコスト抑制などによ

って，建設コストの抑制を図ってきている． 

 

2.2.5 東京における公的住宅給付の評価 

 

公共政策の観点から上記(a)～(d)の各項目に基
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づく評価に基づき，まとめを行ってみた（図表 5）． 

まず「住宅は基本的に私的な財であり住宅は基本

的に，市場で供給されるべき．」という点について

は，9割が市場で供給されている． 

次に「公的に住宅に関する供給を行う場合も，

金銭的な助成を行い，本人負担とあわせて，消費

市場で選択を行わせることが好ましい．」とする点

については，そもそもアメリカのような大規模な

家賃補助やバウチャー制度は日本にはないという

前提があるが，類似の制度が一部導入されている． 

また「政府が直接給付を行う場合，その対象者

を，情報格差により，金銭を受け取っても自ら最

適な選択ができない者に限定すべき．」という点に

ついては，低額所得者，高齢者，障害者など，市

場では自力で住宅を確保することが困難な人々に

限定されている． 

最後に，「政府機関が直接給付を行う場合も，そ

の水準の設定を誤らず適正な水準に置かなければ

ならない．」という点については，住宅セーフティ

ネット機能として必要かつ適正な水準を維持して

いる． 

以上から東京の住宅政策は，公正，公平であり，

適正なものとして評価されるべきであると考える． 

 公共性の観点から公正，公平であるべき住宅政

策であるが，これからの社会が変化することで，

質が異なる課題に直面することとなる．そのとき

には求められる財やサービスが量，質ともに変化

をするが，場合によってはこれまでの評価基準に

ついてもそのままでよいのか，再検討する必要が

出てくる． 

特にこれについて大きな影響を及ぼすのが，「高

齢化」そして「単身化（単身世帯の増加）」である． 

 

3. 直面する課題 －高齢化と単身化－ 

 

都内の世帯動向の推移を見ると，高齢化と単身

化が，将来に向け続くことが予測される（図表 6）． 

 高齢化と単身化は，生活全般と，インフラや環

境など全ての都市社会の在り方に変化をもたらし，

あるいはその変化の内容を規定することになる． 

 住宅については，間取りや構造，設備のみなら

ず，周辺の水や緑の環境，商業や医療などの生活

機能施設，また防災対策，さらに周辺の公共交通

などにも影響を及ぼす． 

 現在東京においては，住宅政策上の大きな課題

として，マンション管理，公営住宅管理，空き家

対策の３点が存在している．順を追って記述する． 

 

3.1 分譲マンションの管理組合の強化 

 

 東京都内では分譲マンションは約 180 万戸，都

民全世帯 700 万世帯の約 4 分の 1 が分譲マンショ

ンに居住していることになり（図表 7），東京をは

じめとする大都市特有の居住形態である．また「終

の棲家」として分譲マンションに生涯住み続けた

いとする人々の割合がすでに過半数となる（図表

8）など，東京の住宅政策における分譲マンション

の位置づけは重要なものとなっている． 

 分譲マンションは，共同住宅を複数の者で所有

するものであり，いわゆる「一物一権主義」の例

外で，区分所有法等の適用を受け，その管理は一

戸建ての住宅と異なり，区分所有者の共同管理に

よるものであるため，特別の仕組みが必要となる．

これまで分譲マンションの管理については，原則

として当事者である管理組合の主体性に任され，

国土交通省が所管するマンション管理適正化法で

も基本的にはその姿勢が貫かれている． 

 高齢化と世帯の単身化が急速に進んでおり，特

に老朽化したマンションでは，理事会の運営が困

難になり，管理費の滞納が増大するなど，このま

までは将来的に良好な状態の維持管理が困難にな

る恐れに直面している．そのため，管理組合の機

能強化を図るために踏み込んだ施策が求められて

いる． 

 ここで特に注目しなければならないのは，管理

組合の設置に関する法律の定めの変遷についてで
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ある．昭和 58 年の区分所有法の改正で，「区分所

有者は，全員で，建物並びにその敷地及び附属施

設の管理を行うための団体を構成し，この法律の

定めるところにより，集会を開き，規約を定め，

及び管理者を置くことができる（第 3 条）．」の条

文が置かれ，分譲マンションには当然に区分所有

者における管理組合が置かれることとなった．こ

の改正条文の施行は昭和 59年 1月 1日であるため，

昭和 58年以前のマンションについては，管理組合

が実体的に存在しない場合がある．そのような分

譲マンションでは，昭和 58 年建設としても，すで

に 40年近くが経過しており，高齢化と建物の老朽

化による問題に直面していることが推察される． 

 また，こうしたいわば「過去に積み残した課題

を抱えるマンション」だけではなく，今後，大規

模な分譲マンションなど，管理が複雑化するよう

なものについても，将来に向けて行政との関係や

マンション管理関係の事業者などとの連携を強め

るなどの必要性が生じてきている． 

 そのため東京都は現在，「老朽化マンションにつ

いても，管理組合の機能を強化して適正管理を進

めるために，条例化も視野に施策を講じる」(13)

こととし，専門家による検討会を置き，管理状況

の届け出の義務化などを内容とする施策の具体化

を進めている(14)． 

 管理組合はマンション管理の中心である．そし

て改修，耐震化，更には建替えがスムーズに進む

かどうかも，管理組合にかかっている．マンショ

ンは住宅の中でも防災や防犯，住環境の面におい

ても，とりわけ周辺地域への影響が大きいという

外部経済性を持つ(15)．それゆえに行政が適切に関

与することが一助となり管理組合が強化されるこ

とで，地域のなかで良さを発揮するマンションが

多く現れることが期待される． 

 

3.2 都営住宅のガバナンスと経営への対応 

 

 東京都では，平成 29年から，東京都の事務事業

単位で現状を分析し，課題を抽出して改革を行う

ことを主旨とした，いわゆる「見える化改革」が

行われている．都営住宅の建設・管理については

平成 30年 7月に都知事を本部長とする「都政改革

本部」において報告された(16)（図表 9）． 

 公営住宅，特に東京のような大都市の公営住宅

の居住者の高齢化が著しいのは，昭和 30年代から

昭和 40年代の高度経済成長のなかで，就業機会を

求めて大都市に移住した人々が一斉に入居し，い

まその居住者が一斉に 70 代，80 代という高齢期

を迎えているためである． 

 このままでは地域のガバナンスの維持が困難に

なるため，まず多世代がともに暮らせる住宅団地

の実現に向けた方策に力点が置かれている． 

 また高齢化に伴い，家賃が減収傾向にあり，財

源の確保が課題となっている（図表 10）．高齢化

による家賃減収は，居住者のフロー所得の減少と，

死亡による退去が増えていることなど，複数の原

因によるものと思われる．公営住宅の建替えの原

資は，45％が国の交付金，残りの 55％が地方債に

よる．そしてこの地方債の償還を家賃によって行

っている．家賃はこのほか，外壁改修や屋上防水

などの大規模修繕などの維持管理の原資にもなっ

ている．そのため，大幅な減収を放置しておくと，

建替えや修繕に支障を来しかねない． 

 現実に，収入が減少したことで，維持管理が困

難になりつつある大規模な公共賃貸住宅の例があ

る．東京都と姉妹都市のニューヨーク市では，約

17万戸に及ぶ市営住宅の経営が恒常的な財政難に

悩まされている(17)．最近では 2005年 7月，市営

住宅の改善と維持のため 20 億ドル（2200 億円）

の債券を臨時に発行した(18)．これでも住宅の状態

は改善せず，今年 3 月にはクオモニューヨーク州

知事がブロンクスの団地を訪れ，緊急事態を宣言

した(19)．少し前に，この団地は地域暖房が故障し

て止まり，高齢者を含む居住者にとって大きな影

響を及ぼしたと言われる．こうした状況を対岸の

火事とみるべきではない．  
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通常，賃貸住宅業は，資金調達を行い，土地と

建物に投資をして，修繕を適切に行いながら，賃

貸料で資金を回収し，利益を上げて運営する．し

かし低額所得者を中心とする住宅困窮者向けに提

供される公共賃貸住宅では，これに修正が加えら

れる．例えば日本の公営住宅では，収入をいくつ

かの区分に分け，それごとに建物の建築経過年数

や立地場所，利便性による修正係数を掛け合わせ

て家賃が決定される「応能応益家賃」制度が採用

され，本人負担を軽減する仕組みをとっている． 

したがって，居住者の家賃収入が大幅に減少し

た場合，理論的には①家賃の増収を図る②財産運

用等により収入をあげる③建替えや修繕などの経

費を削減する④税負担分を増やす，の４つの中か

ら選択するか，あるいはそれを組み合わせるしか

ない．公営住宅がセーフティネットとしての役割

を担っていることを踏まえればいずれの方法も容

易ではない． 

このような課題の解決に向けて東京都は，都政

改革本部における報告で「サービスの多様化」「ス

トック・人材の有効活用」「効率的な事業展開」の

三つの視点に基づく改革策を打ち出した．都営住

宅は都民共有の財産であるため，このことについ

ては広いコンセンサスを得る必要がある．東京都

住宅政策審議会に諮問され，専門家や業界団体，

地元自治体の長，そして都議会議員により審議さ

れることとなっている． 

さまざまな世代がともに暮らせる住宅を実現し，

周辺との交流を進めることなどにより，地域を活

性化できる拠点を持つ住宅になること，また，さ

まざまな工夫により持続的な経営が根付いていく

ことが望まれる． 

 

3.3 空き家の増加は地域からの対応を 

 

 少子高齢化，単独世帯の増加による大きな課題

のひとつに空き家の増加がある．平成 25年度実施

の住宅土地統計調査によれば，都内には約 82万戸

の空き家があるとされる．このうち，活用が難し

い「腐朽・破損あり」の空き家は約 2割，約 16万

戸に達している（図表 11）． 

空き家の増加の原因にはいくつかあると考えら

れる．ひとつには節税対策として多くにアパート

やマンションが建設され入居者がないままになっ

ていること．次に，相続などの問題が解決しない

ままになっている空き家が増えていること．最後

に高齢単身世帯が，持ち家の所有権を維持したま

ま高齢者向けの借家や施設に入所する住み替えに

より増加していることが考えられる． 

  アメリカの「ラストベルト地域」における空き

家問題は，自動車産業や鉄鋼産業の衰退により従

業員の住居地域が空洞化するという産業構造の変

化によるもので，その規模は大きく，地域や都市

全体の存続にさえ影響を及ぼしており，この問題

を軽視してはならないことを示している(20）． 

  空き家の増加自体が悪いと言い切ることはでき

ない．しかし，市街地のなかに居住者がいない住

宅が多数発生することで，地域における防災や防

犯などの力が低下するリスクは高まるものと思わ

れ，また市街地整備や再開発にあたっても，合意

形成が難しくなるなどの課題が発生することが懸

念される．空き家問題は，地域や都市の存立につ

ながりかねない問題であり，放置することはでき

ない． 

本格的な土地利用からのアプローチや面整備な

どの根本的な仕組みによる取組が求められる一方，

住宅政策としてのアプローチの意義も大きなもの

があり，その特徴は，ソフトであり，またミクロ

の視点に立ち，人々の暮らしを視野においたもの

である． 

  東京都の空き家対策は，まず基礎自治体との連

携を強化するところからスタートしている．各地

域で増えつつある空き家に関わる行政課題は，都

市計画から福祉に至るまで多岐にわたり，国や都

道府県だけではなく，区市町村の取り組みと連携

することが不可欠である．そのため，実態調査，
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それに基づく施策等の計画の策定，さらには課題

がある空き家の撤去や改修・転用と三段階に分け，

そのそれぞれに支援を行うこととした．さらに，

自治体同士の交流が進むよう協議会を立ち上げ，

さらに都民から直接相談を受ける団体との協力体

制を整えることについて諸団体との連携のもと，

東京都が行うことになった． 

  息の長い取組が求められる空き家対策ではある

が，各地域における問題意識の醸成と取り組みへ

の理解，情報の共有は確実に進み，またそれを反

映して実態調査も進められている． 

  そしてまだ緒に着いたところではあるが，例え

ば大田区などでは，空き家を改修して福祉目的の

施設に活用するなどの先進的な取り組みが行われ

ようになっている．今後ともこのような活用が増

加していくことが見込まれる． 

 

4. これからの東京における住宅政策の在り方 

 

  住まいは単なる避難所ではない．関東大震災後

の復興事業に尽力し，東京市建築局長も務めた佐

野利器博士は，「住宅は家庭の外包であり生活の容

器である．人は此の中に生れ，育ち，息い，老を

養うのである」とし，「住宅は健康，徳性，和楽，

活動等家族全体の心身を支配し，やがて社会のそ

れを支配する」とも記している(21）． 

 時が流れ，住まいの在り方やそれを支える技術

に変化があっても，人間にとって住宅が不可欠で

あることには変わりはないだろう．「3. 直面する

課題」で記したように，高齢化や単身化がより急

速に進んでいくなか，住宅政策の公共性はより高

まることが予想される．それに伴い，評価の基準

も変化していくことも考えられる．その主な論点

は次の 3つである． 

 

4.1 市場の一層の環境整備を図る 

 

行政は，人々が市場を通じて自力で住宅を確保

するにあたり，特に高齢単身者等が「情報の非対

称性」の中に置かれずに良質な「終の棲家」を得

られるように市場の秩序を維持する役割を担って

いるが，その重要性が益々高まるであろう． 

また，戸建てにしてもマンションにしても，既

存住宅の流通を増やしていくことが行政の政策目

標として掲げられているが，物件情報の充実と流

通の仕組みを考えていく必要があるだろう．とり

わけマンションについては，その管理状況の情報

の開示を充実させ，市場における価格査定にも反

映させていくことも考えられるという意見もあり，

一考に値するものと考えられる(22)． 

もちろんこれらについては，行政単独で行いうる

ことではなく，特に住宅産業や不動産業の団体の

理解と協力を得ながら，着実に進めていくことが

何よりも大切である． 

 

4.2 住宅ストックを地域の中に位置づける 

 

  次に，住宅の外部性に関係することであるが，

住宅ストック全体がより良質なものとして継続し

続け，周辺の地域にも貢献する「持続的な」事業

の進め方が求められており，行政はその仕組みに

ついて指し示していくべきである．例えば，大規

模な住宅団地を更新していく場合は，周辺地域と

一体化させ再開発を行う中で進めることが望まし

く，それにより貴重な土地も有効に利用される．

また団地の入居者も，年齢や世帯規模が多様であ

るほうが好ましい．これらが実現されれば，地域

における交流が深まり，持続的に存続できる「開

かれた団地」となっていくだろう．もちろん既に

高齢化が著しく進んでいるなかでは困難な課題も

多いが，建替えの際に，地元自治体のまちづくり

方針などとの整合を図ること，また住棟や居室の

設計，募集方法，敷地の活用方法，周辺地域の町

会との関係の強化など，さまざまな努力を重ねる

ことで解決に向かうことも多いと考えられる．  
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4.3 生活を支援し，住み続けられる街へ 

 

高齢化や単身世帯の増加が進むなか，住宅政策

としても，生活支援サービスの多様化と普及，連

携を強化することが必要とされる． 

  加齢により，身体機能が少しずつ衰えていくこ

とはやむを得ないことである．そうしたとき，公

共交通機関がより身近になり，或いは商業や医療

施設などが増加することが最も喜ばしいことでは

あるが，社会全体が高齢化しているなかではなか

なかそうはならない．また本来，自ら選んだ住宅

に一生すみつづけることが最も望ましいことであ

るが，現実にはそれを許されない場合も多くなっ

ている．さらに，就業の関係で，三世代家族とい

う住まい方も必然的に困難にならざるを得ない．

特別養護老人ホームなどの福祉施設やサービス付

き高齢者向け住宅に移り住むことを選択する家族

が増えるのはそのようなことも含めてのことであ

ろう．しかしながら，こうしたことにより，従来

の住み慣れた地域を離れざるを得ないという厳し

さに直面するときもある．従って，今まで住んで

いる地域に住み続けられるように，民間の活用に

よる生活支援のサービスを導入していく必要があ

る．専門的な福祉，医療に始まり，共同購入や配

送，移動販売，見守りなどに至るまでニーズはい

くらもある．収益性を高めることも工夫によって

は可能であろう．また近隣の団地の建替えを行い

生み出した空間に福祉，医療，さらには商業や文

化などの機能を持つ生活支援の拠点を誘致するこ

とも有効である．こうしたことにより，本来の意

思に沿わない住み替えを減らすことが地域社会の

維持につながるし，空き家の増加の抑制につなが

るだろう． 

 

5. おわりに 

 

 以上のようなことが，市場を通じた供給が原則

でありつつも，公共性からの要請で修正が必要と

なることを根拠としている住宅政策の基本的な考

え方に影響を及ぼしていくことは想像に難くない．

市場に参加する人々の属性の変化や，あるいは地

域への貢献，そして住まいと密接に関連して必要

となる財・サービスの変化が起こるためである． 

最後に，こうした変化を現実のものとして弾力

的に受け容れ，支えていくためには，社会として

人材育成，特に対人サービスや維持管理という仕

事を担う人々の育成に，コストと時間を十分にか

けることが求められる．住宅産業は，民間，公共

問わず，人材集約型産業である．建替え，修繕，

日常の家賃徴収，管理費の取扱いなどの実務に精

通し，居住者との人間関係をうまく取り結びなが

ら業務を円滑に行うことはそう容易いことではな

い．官民問わずこうした職業に従事する人々を処

遇し，自らの仕事にやりがいを持ちながら働き続

けられる環境を整えることが必要である． 

10年後，20年後の私たちの生活様式は，さまざ

まに変貌していることだろう．そのときになお快

適な暮らしを支えることのできる住まいを都民に

持続的に提供し続けていくことができるか．私達

は挑戦を続けていかなければならない． 
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